
□ 一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） 企業会計 （　水道事業　　）

継続 (平成 23  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

187,800 177.2%

その他（工事負担金） 65,541 77,285 136,790 56,320 177.0%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 43.4% 43.5% 43.2% 43.9% 99.3%

一般財源 Ｃ 216,642 258,378 451,915 191,253 174.9%

- 

  支  出  合  計 Ａ 499,683 593,363 1,045,305 435,373 176.2%

財

源

国・府支出金 - 

地方債 217,500

うち受益者負担 Ｂ - 

257,700 456,600

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

6,290 1.00 7,600 102.4%

内

訳

正職員 0.50 3,900 0.83 6,308

人  件  費  （人・千円） 0.50 3,900 0.83 6,308 0.85

0.85 6,290 1.00 7,600 102.4%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

施設整備費・工事費・施設費 435,097 515,495 912,358 375,627 177.0%

建設改良費・工事費・施設費 60,686 71,560 126,657 52,146 177.0%

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 495,783 587,055 1,039,015 427,773

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

177.0%

事業の対象
（誰を、何を）

古江浄水場、各水道施設

事業の手段・方法
（どのように）

電気、機械設備の更新及び耐震補強の実施

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１施設更新事業の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

浄水施設の長寿命化も図りながら、更新事業を実施するとともに、基幹施設の耐震化を実施する。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3061 1 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第６節上水道事業の充実

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 上下水道部浄水課 担当課長名 杉本　博行

(※)第2期実施計画の事業名 浄水施設更新事業 財務会計上の事業名

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ □ 活動 成果

☆ □ 活動 成果

☆ □ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 26 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
成果の達成状況は、順調に推移している。今後も、施設整備計画に基づき、施設の更新・耐震補強
事業を継続していく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 施設の老朽化が進んでおり、一部耐震補強が必要な施設がある。

対　策 計画的に施設更新、耐震補強の施工を行う。

上記の内容
現状の工程に沿って古江浄水場1,2系耐震工事を実施及び古江浄水場1,2系ろ過池更新工事につ
いては平成30年度の竣工予定。排水処理場機械電気設備工事については28年度に竣工した。

他の工事の工程調整も順調に施工されており、概ね問題はない。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 水処理を行いながらの施工となることから、古江浄水場1,2系耐震補強及びろ過池工事を4カ年とした

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 順調に施工が進んでいる

63.0 100

古江浄水場1,2系耐震工事実施率 ％ 27.7 52.3 68.7

100排水処理場機械電気設備更新工事更新率 ％ 27.1 100

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

100

古江浄水場1,2系ろ過池更新工事更新率 ％ 18.0 40.5

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
事業が主に民間に発注する工事であり、施設を稼動しながらの施工となるため、既設との取り合い調整等は職
員で行う方が望ましい。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 古江浄水場1,2系耐震補強工事について工事監理業務を委託している。

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



□ 一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） 企業会計 （水道事業）

継続 (平成 23  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

228,400 149.6%

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 12.8% 55.3% 46.1% 50.9% 83.3%

一般財源 Ｃ 32,940 186,519 192,557 236,380 103.2%

- 

  支  出  合  計 Ａ 257,940 337,119 417,857 464,780 123.9%

財

源

国・府支出金 - 

地方債 225,000

うち受益者負担 Ｂ - 

150,600 225,300

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

6,660 1.05 7,980 112.5%

内

訳

正職員 0.80 6,240 0.80 6,080

人  件  費  （人・千円） 0.80 6,240 0.80 6,080 0.90

0.90 6,660 1.05 7,980 112.5%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

配水管布設費 251,700 331,039 411,197 456,800 124.2%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 251,700 331,039 411,197 456,800

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

124.2%

事業の対象
（誰を、何を）

老朽化した配水管(耐用年数４０年以上経過管)

事業の手段・方法
（どのように）

老朽化した配水管を耐震管に布設替する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１施設更新事業の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

有収率と耐震化の向上により、収益と災害に対応出来る強固な管路の構築

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3061 2 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第６節上水道事業の充実

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 上下水道部水道工務課 担当課長名 加藤　正和

(※)第2期実施計画の事業名 配水施設更新事業 財務会計上の事業名

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
成果の達成状況は、順調に推移している。今後は大口径の基幹管路も含め更新のスピードアップ
等、施設整備計画の範囲内で事業の拡充が必要と考える。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 大口径の幹線管路の更新。

対　策 代替ルート等、複数ルート化の検討

上記の内容 更新のスピードを図るため、年度毎の予算を上積みして計上

全ての老朽管を更新することが目標であるが、重要施設への供給ルートを優先して
耐震化更新することにより災害時の被害を最小限に抑えることができる。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成28年度の取組
（平成27年度比）

成果の達成状況

選択の理由 平成28年度については延期した工事もあったが、目標の3～4km/年の更新を達成している。

37,623 33,623

老朽管の更新
(耐震管に更新3～4km/年)

m 2,284 3,314 3,158 3,415

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

4,000

老朽管の残存延長(総延長約60km) m 47,510 44,196 41,038

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 事業計画、工事調整は職員で行う方が望ましい。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



□ 一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） 企業会計 （　水道事業　）

継続 (平成 21  年度～) ：水道ＧＬＰ □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 上下水道部　水質管理課 担当課長名 工藤　亨

(※)第2期実施計画の事業名 水質検査体制強化事業 財務会計上の事業名

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3062 1 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第６節上水道事業の充実

事業の対象
（誰を、何を）

水道水の水質検査

事業の手段・方法
（どのように）

検査担当者の複数化及び水道ＧＬＰの維持を行う。自動水質監視設備については平成29年度に給
水区域ごとに1箇所以上の設置を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２安全で安定した水の供給

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

水質検査体制の強化を図り、市民からの信頼性を高める

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 54 7,249 88,739 155,864

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

1224.2%

主
な
内
訳

手数料 54 337 54 469 16.0%

施設整備費 6,912 88,685 155,395 1283.1%

- 

7,770 1.05 7,980 91.3%

内

訳

正職員 0.95 7,410 1.15 8,740

人  件  費  （人・千円） 0.95 7,410 1.15 8,740 1.05

1.05 7,770 1.05 7,980 91.3%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 7,464 15,989 96,509 163,844 603.6%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

3,400 45,000 77,600 1323.5%

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 78.7% 53.4% 52.6% 67.8%

一般財源 Ｃ 7,464 12,589 51,509 86,244 409.2%

受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 成果

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 28 年度 □ 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 設備更新の設計業務を委託。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
日本水道協会により品質管理システム（水道ＧＬＰ）の審査を受ける立場のため、職員で書類作成等の業務を
行う必要がある。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

46

水道ＧＬＰ中間審査の認定 ％ - 100 - - -

自己検査項目の拡大 項目 41 46 46 46

-

末端給水栓における自動水質監視
設備の設置箇所

箇所 4 4 4 9

水道ＧＬＰ更新審査の認定 ％ - - - 100

成果の達成状況

選択の理由
品質管理システム責任者の変更を行ったが、自己検査項目を46項目で維持し、また、水質検査結果
の信頼性を確保できたため

9

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容 自動水質監視設備の新設と更新を平成29年度中に行い、監視体制の強化を図る。

自己水の比率が高いため、水質検査体制の強化と検査結果の信頼性確保の継続は必要である。効
率性については、検査担当者の複数化が完了し、柔軟な検査体制が構築できた。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 自動水質監視設備設置工事の工期を見直し、平成29年度に全地点の工事を行うように変更。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
成果の達成状況は、順調に推移している。今後も、GLPの継続と担当者の教育訓練を進め、水道水
の安全性確保に努めていく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 検査担当者の複数化は完了したが、水質異常時の対応経験が少ないこと。

対　策 水質汚染事故対応の訓練を実施し、マニュアルの見直しを行うことで技術力の向上を図る。



□ 一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） 企業会計 （水道事業）

継続 (平成 23  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 1,560 1,520 1,480 2,660 97.4%

- 

  支  出  合  計 Ａ 1,560 1,520 1,480 2,660 97.4%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

1,480 0.35 2,660 100.0%

内

訳

正職員 0.20 1,560 0.20 1,520

人  件  費  （人・千円） 0.20 1,560 0.20 1,520 0.20

0.20 1,480 0.35 2,660 100.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

- 

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円）

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

- 

事業の対象
（誰を、何を）

水道事業

事業の手段・方法
（どのように）

経営の健全化策を実施する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目３持続的な健全経営の推進

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

安定給水と黒字経営の維持

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3063 1 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第６節上水道事業の充実

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 上下水道部　経営企画課 担当課長名 水越　英樹

(※)第2期実施計画の事業名 水道経営健全化事業 財務会計上の事業名

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 27 年度 □ 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
黒字経営ではあるが、有収水量の減少や事業費の増加等厳しい状況が予想される中、アセットマネ
ジメントの導入等により、財政基盤の強化に向け、今後も効率的な事業を継続していく。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 水道施設の耐震、更新需要の増。

対　策 アセットマネジメントの手法を導入。

上記の内容 水道料金徴収業務等の委託化を実施する。

平成２７年度から浄水場の夜間運転管理業務を委託化し、平成29年度からは水道料金徴収業務等
の委託化を実施する予定で、経営の健全化が順調に推移しているため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成23年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 平成２７年度から浄水場の夜間運転管理業務の委託化を実施。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 黒字を確保したため

黒字額（当年度純利益） 千円 -212,634 345,970 264,089 156,000

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

0

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
経営の健全化策を検討する業務自体は職員自らが主体的に実施すべきものである。ただし、経営健全化のた
めの手段として、水道料金徴収業務等の委託は可能である。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング


